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１．はじめに 

近年のパークマネジメントの議論では，指定管理者等が都市公

園等の新たな価値の創造を行うこと等が課題となっており，例え

ば，環境問題への対応を目標としたパークマネジメントの展開も

期待されている。そのようなパークマネジメントにおいては，土

地利用計画や植栽計画，維持管理計画等の相違による環境問題へ

の効果，影響を定量的に評価しつつ，コストやその他の機能のバ

ランスを考慮しながら，公園整備のあり方を検討することが求め

られる。 

このような中，地球温暖化問題の解決に向け，都市の公園・緑

地についても，その緑地内に植栽されている樹木の幹や根等の材

部への二酸化炭素（以下，CO2）吸収・固定や，土壌への炭素の

蓄積の効果に基づいた低炭素型の社会形成への寄与が期待されて

いる 1) 2)。また，都市公園等では，発生した植物性廃棄物をチップ

化・堆肥化する「緑のリサイクル」が実施されており，これによ

る循環型の社会形成への寄与が期待される。また，「緑のリサイク

ル」は，樹木から発生する剪定枝を木チップ化し，それに伴って

適切かつ継続的に管理することによる樹木の CO2 吸収固定を持

続させる効果や，剪定枝や芝刈草を有効利用し，堆肥として活用

することにより，それらを焼却処分によって排出するCO2の排出

速度を抑制し，土壌への炭素の蓄積量の向上させる効果があり，

低炭素型の社会形成への寄与促進も期待される。 

ここで，低炭素・循環型に寄与する都市公園整備に関する基本

的な考え方を整理すると，炭素の「吸収固定の流れ」を促し，都

市緑地の樹木や土壌等への吸収・固定及びストック量を増加させ

る「土地利用計画」，「植栽計画」や，炭素の「排出の流れ」であ

る植物性廃棄物の焼却処分を抑制し，バイオマス資源として「緑

のリサイクル」を実施することで炭素の「排出の流れ」を抑制す

る「維持管理計画」等の検討が求められる。そのためには，都市

公園における炭素循環を把握し，植栽や維持管理の実施による将

来的な都市公園の炭素循環の時間経過による変動等を定量的に評

価すること等が求められる。 

これまでの関連する既往研究では，樹木や土壌を中心に，様々

な都市緑地を対象とした炭素循環に関する研究が行われている。

樹木の CO2 吸収固定効果や 3) ，土壌の炭素ストック量の炭素の

「吸収固定の流れ」に関する研究 4) ，リターの発生量等の炭素の

「移動の流れ」に関する研究 5) ，土壌呼吸や植物性廃棄物の発生

量等の炭素の「排出の流れ」に関する研究 6) 7) が実施されてきた。

また，その他の既往研究 8) においては，都市全体の緑地（都市公

園及び街路樹）を対象に炭素循環を総括的に捉え定量的に評価し

た事例はみられるものの，実在の都市公園を対象に「緑のリサイ

クル」を中心とした炭素循環を定量的に評価し，低炭素・循環型

の都市公園整備のあり方について検討した研究はみられない状況

である。 

そこで本研究では，都市公園における「緑のリサイクル」の現

状把握と，炭素循環モデルを構築し定量的に評価すること，「緑の

リサイクル」に着目した低炭素・循環型の都市公園整備の可能性

について検討することを目的とする。 

 

２．研究の方法 

（１）評価対象公園の選定及び炭素循環の整理 

まず，本研究における評価対象公園として，札幌市の総合公園

である「百合が原公園」を選定した。これは，百合が原公園が，

環境に配慮した公園管理の基本的な対策として「緑のリサイクル」

を実施していることから，評価の対象とする都市公園としては適

していると考えられたためである。当公園では，植物の健康を維

持するための剪定枝・芝刈草・落ち葉等を利用した木チップや堆

肥の自給を行っており，環境に配慮しながら，公園の快適さや園

芸植物の栽培を維持する持続可能な運営・管理を目指している。 

次に，本研究では，評価対象公園における「緑のリサイクル」

や「土地利用」の現状を把握し，炭素のフローとストック注1)を区

別しながら，評価対象公園の炭素循環についての整理を行った。 
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（２）評価対象公園の炭素循環モデルの構築 

まず，評価対象公園の炭素循環に基づき，炭素循環の炭素のフ

ロー及びストックに関わるインプット項目（炭素循環に影響を与

える項目）を変数として取り入れた炭素循環のモデルの構築を行

った。炭素循環モデルの構築にあたっては，システムダイナミッ

クスを用いた。この手法の特徴として，不確実な要素や線形モデ

ルを組み込めること，相互の関連性の要因のフィードバックが可

能であること 9) ，数値の時間経過の追跡が可能であること，専門

家でなくても理解が容易であることが挙げられる。さらに，シミ

ュレーションの予測の対象となる変数に対して，その変数が，複

雑な構造システムの中で，時間経過を伴い何が起きるかを表す，

あるいはシステムの振る舞いを見ることが可能である注2)。つまり，

設定した変数が「どのような動きを示すか」「どのように変化して

いくのか」を簡単に追跡することが可能なツールである。 

都市公園の炭素循環の各特性からこれらの特徴を整理すると，

以下のような優位性が挙げられる。「相互の関連性のフィードバッ

クが可能」に関しては，都市公園の炭素循環を把握する時に，部

分的な要素の情報しか把握できないのを解決できる点が挙げられ

る。また，「数値の時間経過の追跡が可能」に関しては，樹木の

CO2吸収固定量が，その樹木の成長（経年変化）によって変動す

るという点が挙げられる。さらに，「専門家でなくても理解が容易

であること」に関しては，都市公園における複雑な炭素循環が簡

易的なモデルで表現可能になる点や，管理者のマネジメントの助

長になる点（例えば，計算を省略可能）等が挙げられる。このよ

うな優位性を持つことから，本研究において都市公園の炭素循環

のモデルを構築する際には，システムダイナミックスを用いるこ

ととした。 
なお，本研究における炭素循環モデルの構築及び実行するソフ

トには，「STELLA（isee system社）」を使用した。 

次に，モデルのインプット項目となる，評価対象公園における

現状の「緑のリサイクル」に関わる植物性廃棄物の発生量 10) や土

土壌の累積炭素ストック量

バイオマス資源の年間発生量

光合成

リターの年間発生量

外部空間（大気） 土壌の年間炭素ストック量

植物性廃棄物の未回収率 剪定枝の年間発生量年間樹木伐採量芝刈草の年間発生量

植物性廃棄物の年間処分量

堆肥の年間生産量

木チップの年間生産量

ピット

緑のリサイクル

移動の流れ

排出の流れ

吸収の流れ

樹木の年間炭素吸収固定量樹木の累積炭素吸収固定量

人為的な炭素循環

自然的な炭素循環

図－1 本研究の評価対象公園における炭素循環の考え方 

 
表－1 炭素循環モデルに設定するインプット項目と使用した値 

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19
No.1~17はヒアリング調査で得られた数値

芝刈草の処分率 0%

木チップの生産率 36.3% 木チップ及び堆肥の生産比

堆肥の生産率 63.7% 木チップ及び堆肥の生産比

植物性廃棄物のリサイクル率 0~100% 3. 2)で数値を変化

堆肥の利用率 100%

リターの土壌蓄積率 100%

剪定枝の処分率

樹木のCO2吸収固定量 経過年数によって変化

バイオマス資源の利用率 100%

注3)

剪定枝の発生量 2,522 kg-C/ha 炭素換算・引用文献11)12)

樹木伐採量 100 kg-C/ha 炭素換算・引用文献11)12)

項目名 使用した値 備考

木チップの利用率 100%

7.0957 ha 3. 3)で数値を変化

0%

樹木処分率

芝刈草の発生量 1,700 kg-C/ha

リターの発生量 1,200 kg-C

バックヤード及びピット面積 0.5142 ha

芝生地面積 2.0555 ha

樹林地面積

土壌の年間炭素分解量

炭素換算・引用文献15)

0%

炭素換算・引用文献11)12)

木チップ及び堆肥の利用率

引用文献10)

引用文献13)14)

 
表－2 評価対象公園における土地利用 

その他 130,584 51.57
合計 253,140 100

ユリ花壇 10,470 4.14
その他花壇 15,432 6.10

芝生地 20,555 8.12
バックヤード及びピット 5,142 2.04

土地利用 実数値（㎡） 割合（%）

樹林地 70,957 28.03
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地利用に関わる面積率等のデータを，百合が原公園事務所へのヒ

アリング調査により収集した。実際には，炭素循環モデルの構築

に必要な「都市公園面積」，「植物性廃棄物の発生量」，「植物性廃

棄物の処分量」，「木チップや堆肥の生産量」，「木チップや堆肥の

利用量」，「植物性廃棄物のリサイクル率」等のデータ（表－1）
を収集した注4）。ヒアリング調査において把握したデータは，平成

24～25 年度分のものであり，この 2 年間の平均値を使用した。

これらのインプット項目と炭素循環との関連を踏まえ，評価対象

公園における炭素循環へ与える影響を把握した。また，整理した

評価対象公園における炭素循環を踏まえながら，炭素のフロー及

びストックに関わるインプット項目を組み合わせ，評価対象公園

の炭素循環に基づいたモデルを構築した。なお，本研究で構築し

た炭素循環モデルは，公園内外の炭素移動を考慮に入れない閉鎖

的なモデルとした。 
さらに，モデルの実行結果に対して，全ての植物に関する量を

炭素量として表現するため，植物性廃棄物の発生量等のデータを

炭素換算した。炭素換算の方法としては，植物性廃棄物の湿潤重

量[m3]に樹種ごとの容積密度[kg/m3]と含水率を掛けることによ

って算出した。容積密度の値は，「百合が原公園」の公園管理事務

所へのヒアリング調査によって，園内に植栽されている樹木（針

葉樹と広葉樹で分類し，さらに樹種で分類）を把握し，文献調査
11)によってそれぞれ得られた値を平均化したものを使用すること

とした。また，本研究では文献 12)を参考に，剪定枝，芝刈草，樹

木（園内で発生する丸太等）の炭素含有率はすべて 0.5 として算

出した。含水率については剪定枝及び樹木は0.6，芝刈草は0.812)

として算出した。なお，炭素循環モデルの定量的な評価における

実行結果の単位は，年間の炭素ストック量は[kg-C/year]，累積の

炭素ストック量は[kg-C]とした。 

（３）炭素循環モデルの実行 

構築した炭素循環モデルのインプット項目に，収集した評価対

象公園における現状のデータ（表－2）を入力し，炭素循環モデ

ルを実行することで，経過年数 30 年間の年間炭素ストック量の

定量的な評価を行った。なお，評価対象期間を経過年数 30 年ま

でとしたのは，炭素循環のモデルのインプット項目を使用した先

行研究 15)における「樹木のCO2吸収固定量」のデータが，対象期

間が30年間であったためである。 
なお，本研究では，「現状の炭素循環」に加え，「1. はじめに」

で整理した低炭素・循環型に寄与する都市公園整備の基本的な考

え方を踏まえ「リサイクル率の変更」，「土地利用計画の変更」を

評価軸注5）として捉え，「リサイクル率の変化による炭素循環」「土

地利用計画を考慮した炭素循環」の3つのモデルを実行し考察を

行った。 

また，得られた結果を踏まえ，「緑のリサイクル」がもたらす有

効性を示し，「緑のリサイクル」に着目した低炭素・循環型の都市

公園整備の可能性についての検討を行った。 

 

３．結果及び考察 

（１）評価対象公園の概要 

評価対象公園における「緑のリサイクル」の現状について整理

した結果，植物管理において，コストダウンや省資源等を図るた

めの事業として「緑のリサイクル」を実施し始め，樹林地や芝生

地から発生する植物性廃棄物をピットへ運搬し，そこでリサイク

ル（チップ化，堆肥化）した後，散策路のマルチング材や植物の

堆肥として再利用していること，公園内における植物性廃棄物の

リサイクル率は100%であること等が把握された。 

また，公園外からの植物性廃棄物の受け入れや，堆肥について

の研究等も実施しており，地域における環境保全の拠点施設とも

なっている。札幌市においては，「緑のリサイクル」の観点からみ

ると，百合が原公園はこれらの植物性廃棄物の受け入れ及び大規

模な植物性廃棄物の処理能力を持ち合わせており，環境配慮型の

都市公園として重要な位置づけにあると考えられる。 

（２）評価対象公園の炭素循環モデルの構築 

都市公園における炭素循環に関しては，樹木の光合成作用によ

り大気中のCO2を材部へ吸収固定する炭素の「吸収固定の流れ」，

自然に生じる植物体からのリターの発生による土壌への炭素の

「移動の流れ」，土壌の分解作用による大気中への炭素の「排出の

流れ」等が考えられる（図－1）。自然的な炭素循環の側面では，

樹木の CO2 吸収固定効果やリターの発生による土壌への炭素の

移動の過程，人為的な炭素循環の側面では，植物性廃棄物の発生

に伴い，焼却処分またはリサイクルを実施するかを判断する炭素

の排出の過程が炭素循環の評価を左右すると考えられる。これら

を踏まえながら，評価対象公園の「植物性廃棄物の発生量や公園

面積」及び「リサイクル率」等の炭素のフロー及びストックに関

わるインプット項目を組み合わせ，評価対象公園の炭素循環に基

づいたモデルを構築したところ，図－2 のような炭素循環モデル

となった。なお，本研究における炭素循環モデルと先行研究 8)と

の相違点について整理すると，モデルの対象地が都市スケール（公

園＋街路樹）ではなく都市公園のスケールとしたこと，炭素循環

の着眼点を「樹木（芝生等を除く）」ではなく「緑のリサイクル（芝

生地含む）」としたことが相違点として挙げられる。また，先行研

究においても「緑のリサイクル」の実施が評価軸として位置づけ

られているが，モデルの実行（用いたインプット項目の値）にお

いては，先行研究では，数か所の都道府県におけるデータの平均

値を用いている一方で，本研究においては，評価対象公園である

百合が原公園の管理事務所へのヒアリング調査によって得られた

データを用いている点が相違し，都市スケールから都市公園スケ

ールへスケールダウンしたことにより，より実情にあった炭素循

環モデルの実行結果となっている。さらに，先行研究では土壌の

分解量による炭素放出に関して考慮されていないが，本研究にお

いて構築した炭素循環モデルにはこの項目も含まれている。 
（３）評価対象公園の炭素循環モデルの実行 

１）現状における炭素循環 

現状における炭素循環の定量的な評価を行うため，炭素循環モ

デルを実行した結果，リサイクル率 100%の場合，経過年数 15
年で36,440[kg-C/year]となり，年間炭素ストック量は最大となる

こと，20年までは減少するが，それ以降の年間炭素ストック量は

ほぼ横ばいとなること等が把握された（図－3）。これは，経年変

化による「樹木のCO2吸収固定量」において，樹木の成長に伴っ

てCO2吸収固定効果が低下しているためと考えられる。また，経

過年数 30 年において，累積炭素ストック量は 643,729[kg-C]と
なり，経過年数 10～15 年において実質炭素ストック率が向上す

ること，20年以降は，ほぼ一定でストックされることが把握され

た（図－4）。累積炭素ストック量の評価に関しても，年間炭素ス

トック量と同様に，炭素ストック量が向上する経過年数 10 年か

らピークとなる経過年数15 年以降までは，樹木のCO2吸収固定

量が向上しているため傾きが大きくなり，それ以降では炭素スト

ック率が低下するため，傾きが緩やかになっている。 
２）リサイクル率を変化させた炭素循環 

本研究で構築した炭素循環モデルのインプット項目である「植

物性廃棄物のリサイクル率」の値を変化させた炭素循環モデルを

実行した。年間及び累積のいずれにおいても，リサイクル率＝0%，

50%の各々について炭素循環モデルを実行し，現状のリサイクル

率＝100%の結果と比較を行った。その結果，最も炭素ストック

量の評価が高くなる経過年数 15 年における年間炭素ストック量

は，リサイクル率が「0%」の場合29,363[kg-C/year]，「50%」

の場合 32,902[kg-C/year]となり，現状（100%）における評価
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は「0%」の約1.21 倍，「50%」の約 1.13 倍であることが把握さ

れた（図－3）。一方で，経過年数 30 年における累積炭素ストッ

ク量は，リサイクル率が「0%」の場合431,404[kg-C]，「50%」

の場合537,567[kg-C]となり，現状（100%）は「0%」の約1.49
倍，「50%」の約1.24倍であることが把握された（図－4）。 

３）土地利用計画を考慮した炭素循環 

ここでは，土地利用計画を考慮した炭素循環モデルを実行した。

具体的には，現状の評価対象公園のピット処理能力は，植物性廃

棄物の発生量と処理能力の関係から整理すると，さらなる処理が

可能な状況である。そこで，図－5，図－6に示すような，樹林地

率を向上させ，その分の「その他」の面積率を低下させた場合の

炭素循環モデルを実行した。なお，ここで用いたシナリオは，樹

林地率の向上とピット面積の拡大のみを配慮した単純なシナリオ

となっている。これは，このシナリオを用いた炭素循環モデルの

実行により，土地利用の変化による炭素ストック量の変化を定量

的に評価することが可能であること，土地利用の変化による炭素

ストックの量の影響，変化を単純な形で示すことが，この炭素循

環モデルが土地利用計画の検討の際に活用可能なツールであると

いう理解を促すと考え，このようなシナリオ設定とした。また，

樹林地率を「その他」の面積率が 0%となるまで向上させた，一

部現実的では考えられない極端なシナリオも含まれている。本研

究では，既に整備されている現実の都市公園を扱っており，樹林

地の増加をその他の部分の状況を整理しつつ行う方向性も考えら

れるが，一方で，どの部分を樹林地化するかについての妥当性の

判断が困難なため，このシナリオでは可能な限り樹林地率を高め
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図－3 リサイクル率の変化による年間炭素ストック量 
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図－4 リサイクル率の変化による累積炭素ストック量 

 
（リサイクル率：◆＝0%, ■＝50%, ▲＝100%） 
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図－2 評価対象公園における炭素循環モデル（システムダイナミックスの手法を使用）注6）注7）注8） 

表－3 経年変化毎の年間・累積炭素ストック量（数値） 
 

0% 50% 100% 0% 50% 100%

0年 1,200 4,739 8,277 0 0 0
5年 1,448 5,873 8,526 6,590 24,284 41,977

10年 10,027 13,566 17,105 34,206 69,593 104,981
15年 29,363 32,902 36,440 130,264 188,345 236,426
20年 17,676 21,215 24,754 249,322 320,977 390,872
25年 18,194 21,733 25,272 338,933 427,402 515,870
30年 18,826 22,364 25,903 431,404 537,567 643,729

年間炭素ストック量（kg-C/year） 累積炭素ストック量（kg-C）

リサイクル率 リサイクル率

フロー 

ストック 

インプット項目 

凡例 
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ることとした。 
図－5のグラフは，経過年数30年における年間及び実質年間炭

素ストック量である。なお，以下の，土地利用計画を考慮した炭

素循環モデルの実行における年間及び実質年間炭素ストック量は，

経過年数 30 年における年間炭素ストック量とした（以下の累積

及び累積炭素ストック量に関しても，同様である）。このシナリオ

においては，経過年数10年や20年等に対して各々の議論が可能

であると考えられるが，本研究では，便宜的に経過年数 30 年の

炭素ストック量として評価及び検討を行った。 
まず，現状（樹林地率28.03%）においての経過年数30年後の

年間炭素ストック量は，25,903[kg-C/year]（：点 A）である。

この状態から樹林地率注 10)を向上させると，年間炭素ストック量

は増加するが，樹林地率が42.05%（樹林地率14.02%の向上）の

時に，ピットの処理能力は限界を迎えることになる（：点B）。こ

の時の年間炭素ストック量の評価は 37,695[kg-C/year]である。

ここからピット面積を拡大させずに，樹林地率をさらに向上させ

た場合，年間炭素ストック量の増加傾向は抑制傾向（：B→C）と

なるが，これは，ピット処理能力の限界による植物性廃棄物の飽

和に起因する。一方，ピット面積を拡大させ同様に樹林地率を向

上させた場合，年間炭素ストック量の増加傾向に大きな変化はみ

られない（：B→D）が，これは，ピットの処理能力が維持され

るためである。 
さらに，拡大させたピット面積に対して樹林地率を向上させる

と，再びピットの処理能力は限界を迎えることになり，年間炭素

ストック量の増加傾向は再び抑制傾向（：D→E）注11)となる。点

D からピット面積を拡大させると，B→D と同様に年間炭素スト

ック量の増加傾向に大きな変化はみられないが，樹林地率72.69%
（同51.59%の向上）の時に，「その他」を構成する割合を全て樹

林地が占めることとなる（：D→F）。この時の年間炭素ストック

量の評価は69,306[kg-C/year]（：点F）である。 

累積炭素ストック量の場合（図－6）についても，年間炭素ス

トック量の場合と同様のことがいえる。年間及び累積のいずれの

シナリオにおいても，B→C のシナリオでわかるように，樹林地

率をただ向上させても，それに伴って植物性廃棄物を処理するピ

ット面積を拡大させて対応させないと，実質年間及び実質累積炭

素ストック量の評価はあまり得られないことが把握された。 

以上の結果より，公園内の土地利用の構成比を変化させること

で，年間及び累積炭素ストック量が大きく変化することが明らか

となった。 
このように，本研究において構築した炭素循環モデルは，土地

利用計画，植栽計画等を検討する際のツールとして活用が可能で

あると考えられる。 
 

４．おわりに 

本研究で得られた主な結果を整理しながら，「緑のリサイクル」

に着目した低炭素・循環型の都市公園整備の可能性等について以

下に整理する。 

リサイクル率が 100%である評価対象公園において炭素循環モ

デルを実行した結果，低炭素化に寄与していることが明らかとな

り，「緑のリサイクル」を実施することは，低炭素化に有効である

ことが示唆された。 

また，「植物性廃棄物のリサイクル率」の高低は，炭素循環の評

価に大きく影響し，例えば，経過年数 15 年においては，リサイ

クル率が 0%の時と比較すると 100%では年間炭素ストック量が

約1.21倍，経過年数30年においては，累積炭素ストック量が約

1.49倍に向上することが把握された。 

低炭素化を視野にこのような「緑のリサイクル」に着目した活

用した都市公園整備を行う際には，定量的な評価に基づきながら，

炭素の吸収源である樹林地と植物性廃棄物の発生量及びピットの

処理能力を考慮すること，リサイクルにより生産する木チップや

堆肥を，公園内で再利用可能となる適切な土地利用の比率のもと

で運営・管理すること等が重要となる。また，このような公園整

備がゼロエミッション化（循環型）にも寄与すると考えられる。 

今後，本研究では考慮に入れなかった公園内外へ移動する炭素

量について想定したモデル構築を行うことで，公園周辺の地域も

含めた低炭素・循環型への配慮も視野に入れることが可能となる

と考えられる。 
その他の研究上の課題として，本研究とは異なる都市公園にお

ける炭素循環モデルの実行，経過年数毎の詳細な数値データをさ

らに組み込むことによる炭素循環モデルの精度の向上等が挙げら

れる。また，3. (3) 3)の土地利用計画の検討では，炭素循環モデル

の実行結果から直接的に最適な土地利用計画を導出する段階でき

る段階にまでは至らなかったため，土地利用計画をより容易に検
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図－5 評価対象公園における樹林地率の向上に伴う 

年間及び実質年間炭素ストック量注9注10)（経過年数30年） 
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図－6 評価対象公園における樹林地率の向上に伴う 

累積及び実質累積炭素ストック量注9注10)（経過年数30年） 
 

【各点の説明】 

A：現状 

B：ピット処理能力の限界 
C：ピット面積を拡大させないまま樹林地率を向上 
D：ピット面積を拡大させて樹林地率を向上，再びピット処理能力の限界 
E：再びピット面積を拡大させないまま樹林地率を向上 

F：「その他」が全て消失するまで樹林地率を向上及びピット面積を拡大 
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討することが可能なモデルの構築等も課題となる。 
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補注及び引用文献 

注 1) 本研究で用いている「年間・累積炭素ストック量」等の「ス

トック」の定義は，樹木によるCO2吸収・固定量及び土壌

への炭素蓄積量を合わせたものとしている。 

注 2) 炭素循環の定量的な評価を行う際に，炭素循環の経年変化

をみている理由としては，評価対象期間内の各々の年数に

おいて炭素ストック量の評価が異なり，その結果における

都市公園整備のあり方も異なってくると考えたためである。 

注 3)「土壌の年間炭素分解量」は，高橋らの研究 13)及び文献 14)

の値を参考とした。木チップの炭素分解量に関しては，炭

素放出率を 20%とした。また，堆肥の分解量に関しては，

文献から炭素放出率が20～40%であることが把握され，本

研究においては，こちらも炭素放出率を20%とした。なお，

「土壌の年間炭素分解量」は，「木チップの年間炭素分解量」

と「堆肥の年間炭素分解量」の和である。 

注 4) 本来は多少の影響が考えられる，緑のリサイクルに要する

エネルギー（重機の燃料等）は，インプット項目として入

れ込むことができなかったため除外した。 
注 5) 本研究で設定したシナリオ（：評価軸）以外にも，設定し

たインプット項目において変化可能（評価軸となりうる）

な変数（例えば，木チップの生産率，堆肥の生産率）があ

るが，これらに関するシナリオについては，本研究では，

公園整備自体とは異なる，生産技術の向上等によるもので

あることから評価軸としては除外した。また，評価対象公

園とした都市公園の外部における炭素移動（例えば，剪定

枝等の受け入れや提供に伴う炭素移動）についても，都市

公園整備の一つの方向性を考える上で重要と考えられるが，

2. 2) で記述したとおり本研究では配慮したモデルとして

いない。今後，このような関わりからのシナリオ設定も期

待される。 
注 6) 図－2 の炭素循環モデルは，可能な限り前頁の図－1 と対

応させている。 
注 7) ヒアリング調査において得られた発生量の単位が m3 であ

ったため，ピットの容積を考慮しながらピット面積の拡大

率を算出した。 

注 8) 各フロー間の関係性について説明すると，例えば，「土壌の

年間炭素ストック量」の矢印は，「年間炭素ストック量」へ

向かっているが，この矢印は「影響を与える要素」を表す

ので，「土壌の年間炭素ストック量」が「年間炭素ストック

量」に影響するという意味になる。また，インプット項目

の矢印についても同様の意味である。 

注 9) 「実質」とは，実際の炭素ストック量から，植物性廃棄物

が飽和することによって焼却処分される分の炭素量を差し

引いたものであり，図－5及び図－6においては，B→Cに

あたる。 

注 10) 樹林地率の目盛の設定が半端な値であるが，現状の

28.03%を基準として基本的に 10%増加する毎に目盛を設

定している。ただし，点B及び点Fにおいては，シナリオ

説明のため固有の樹林地率の値を用いている。 

注 11)  D→E に関しては，向上した樹林地率及び拡大したピッ

ト面積の値によって年間炭素ストック量が異なる。 
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